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はじめに 

 

石油は産業の米ともいわれ、様々な分野でわれわれの生活を支えてくれています。例えば原

料として、燃料として、機械をうまく動かす潤滑油としていろいろな工場で使われていますし、自動

車の燃料や家庭の暖房にも使われています。 

油はとても幅広い用途に使われているものですし、また私たちの普通の生活にも大変身近な

ものです。そのため、油を取り扱っている人には、製油所で働いている油のプロもいるし、石油と

いえばストーブ用の灯油しか縁がないという人もいます。油を取り扱っている人イコール油のこと

を何でも良く知っている人というわけではないのです。 

例えば地面が油臭い、あるいは井戸水に油膜があるというときに、日ごろから油を扱っている

プラントや設備の状況を頭の中に入れてある技術者なら、すぐに調べなければならないことがい

くつも頭に浮かぶことでしょう。一方、油を日常的に使っている人たち、例えば工場の中でよく油を

さした機械を使って表面に薄く油を塗った鉄板を切っている人とか、整備工場で一日の仕事を終

えて戻ってきた車にエンジンオイルを足している人とかであっても、地面に油臭がある、さあ何を

どうすればよいのか分からない、ということになるかもしれません。 

また、昔工場の油タンクから油漏れがあったあたりを宅地にして貸すのだけど、どうやったら住

んでいても油くさくないようにできるか知りたい、という人もいらっしゃるでしょう。 

そこで、このガイドラインは、油そのもの、油臭や油膜といった問題、あるいは土壌汚染の対策

技術などに関する知識や技術情報に日ごろ触れることがない多くの事業者の皆さんに、油漏れ

などで油を含む土ができ、その場所が油臭いとか敷地内の井戸水に油膜があるとかいうときに

どういうことをすればよいのか、そのヒントを与えたいと考えて作りました。 

 

油を使う工場は様々、使っている油の種類も様々、さらに油は土に漏れてから変化しますか

ら、土地の油臭などの油汚染問題の処方箋は、どんな現場でも全国共通画一のものでよいとい

うようなことはありません。地形などの状況、土に含まれている油の状態、地面のにおいに敏感

にならざるをえない土地の使い方かどうか、使っている井戸水があるかどうかなどをみて、現場

にあった対応策をとることになります。このため、このガイドラインに何らかの基準値や規制値の

ようなものが決められているわけではありません。油臭とか油膜とかは感覚的に分かるものであ

り、人の感覚は土壌に含まれている油の状況の多様性にかかわらず油臭や油膜を総体としてと

らえることができますから、このガイドラインでは人が感じるかどうかに基本を置いています。 

 

このガイドラインには、油汚染問題に対応する際の考え方や、油汚染問題が生じている現場で

調査や対策を行う際に参考となる事項を取りまとめています。また、技術的な参考資料として、現

時点で得られている様々な技術情報を収録していますので、調査や対策工事を実施する場面で

は大いに参考にして頂きたいと思います。 

このガイドラインが様々な場面で、油臭や油膜の問題に直面した人たちに、それぞれの実情に

応じて適切に利用されることを願っています。 
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第一 本ガイドラインの基本的考え方 

 

 

１． 本ガイドラインは、鉱油類を含む土壌に起因して、その土壌が存在する土地の地表、ある

いはその土地にある井戸の水や池・水路等の水に油臭や油膜が生じているときに、土地

の所有者等が、その土地においてどのような調査や対策を行えばよいかなどについて、

基本的な考え方と、取り得る方策を選択する際の考え方などを取りまとめたものである。 

 

２． 油臭や油膜を生じさせる鉱油類には様々な種類があり、成分も多く、また環境中で性状

も変化する。そのため土壌中の鉱油類全体の濃度や、いずれかの成分の濃度によって

油臭や油膜の程度を一律に表現することはできない。そのため、人の感覚によって総体

としての油臭や油膜をとらえることを基本としている。 

 

３． 油臭や油膜の感じ方に影響する土地の利用方法、鉱油類を含む土壌が存在する土地に

おける井戸水等の利用状況、周辺の土地や井戸水等への影響のおそれなどの現場ごと

の状況に応じた対応方策の検討に活用できるものとしている。 

 

４． 本ガイドラインの記述に当たっては、一般的な工場・事業場の敷地や市街地を想定して

いるので、線路・道路等の施設での対応、タンクローリーの転倒などの事故直後の対応、

水道管や下水道管への油の進入への対応などについては、本ガイドラインに記述した調

査・対策の検討に当たっての考え方をそのまま用いることは適当ではない。 

 

 

１．本ガイドラインが対象とする油汚染問題 

 

（１） 油汚染問題の定義 

 

本ガイドラインが対象とする「油汚染問題」は、「鉱油類を含む土壌（以下「油含有土壌」と

いう。）に起因して、その土壌が存在する土地（その土地にある井戸の水や、池・水路等の水

を含む。以下同じ。）において、その土地またはその周辺の土地を使用している又は使用しよ

うとする者に油臭や油膜による生活環境保全上の支障を生じさせていること」をいう。 

 

（２）鉱油類による油臭や油膜の特徴とそのとらえ方 

 

① 鉱油類には、ガソリン、灯油、軽油、重油等の燃料油と、機械油、切削油等の潤滑油があ

る。これらの油はいずれも多くの構成成分の混合物であり、それぞれを構成する成分も数

多い。（図１、図２）。 

 

② また、油汚染問題の原因となっている油含有土壌に含まれる鉱油類は一種類とは限らず、

さらにこれらの鉱油類は環境中で酸化・還元などによって性状が変化するものであり、経時

的な性状変化（酸化還元など）の程度は多様である。 
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図２ 石油製品の沸点範囲と炭素数
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③ そのため、油含有土壌に起因する油臭や油膜の程度は、新しい鉱油類がそれぞれの種類

と濃度に応じて生じさせる油臭や油膜の程度とは異なるし、経時的な性状変化を反映して、

油含有土壌中の油濃度によって一律に表現できるものでもない。 

 

④ 一方、地表や井戸水等に油臭や油膜があると感覚的に把握できたときは、成分の分析を

待つまでもなく不快感や違和感があることなどの生活環境保全上の支障となる。 

 

⑤ 以上のことから、本ガイドラインでは、油臭や油膜を生じさせている鉱油類の様々な状態を

総体としてとらえられる人の感覚である嗅覚と視覚で油臭等を把握することを基本とするこ

とにした。 

 

⑥ なお、油は、その生成由来により、鉱油類と動植物油類に分けられるが、油臭や油膜の報

告例は鉱油類によるものがほとんどであること、動植物油類が土壌に含まれたときの油臭

や油膜についての知見に乏しいことなどから、本ガイドラインでは、動植物油類は対象外と

している。 

 

（３）油汚染問題の発見の契機 

 

１） 想定している契機 

 

① 本ガイドラインは、主に、図３の（ａ）に示すように、（ア）油含有土壌が存在する土地の地表

で油臭や油膜が生じているとき、又は（イ）その土地にある井戸水等に油臭や油膜が生じて

いるときに、その土地の所有者等がその土地においてどのような調査や対策を行えばよい

かなどについて、基本的な考え方と、取り得る方策を選択する際の考え方などを取りまとめた

ものであり、（ア）と（イ）は、図４に示すように、本ガイドラインにおける油汚染問題発見の契

機である。 

 

② 本ガイドラインが想定している井戸水等には、飲用井戸、散水等の雑用に用いる井戸等の

井戸の水、修景用の池の水、敷地内の水路を流れる水などがある。工場・事業場の敷地内

にある排水処理施設の油水分離槽の中の水のように、油臭や油膜があることが当然である

水は想定していない。 

 

２）その他の契機 

 

③ 図４には、油汚染問題発見の契機として、もう１つ、周辺の土地又はその土地にある井戸水

等を使用する者等から「自分の土地（又は井戸水等）で油汚染問題が生じているが、自分は

油を使っていないので、その原因はあなたの土地に存在する油含有土壌にあるのではない

か」との指摘を受けて、その指摘が当を得たものであると判断し、自らの土地の油汚染問題

を認識した場合を挙げている。（図３の（ｂ）参照） 

 

④ 本ガイドラインは、油臭や油膜による生活環境保全上の支障が生じている土地における油含

有土壌についての調査や対策の方法を提案しているので、上記③の「周辺の土地」の使用者



等が自らの土地や井戸水等について調査・対策を行う場合にも参考として活用できる。 
 
 

 

油臭

油臭
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地表面

池
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敷地内
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（ａ）油含有土壌が存在する土地の地表又は井戸水等に油臭や油膜が生じている場合 
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（ｂ）油含有土壌が存在する土地の周辺の土地の地表又は井戸水等に油臭や油膜が生じている場合 
 

図３ 油汚染問題発見の契機
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契機 状況把握調査 対　　策

当該土地の
地表又は井
戸水等に油
汚染問題
*1を認識

○現地踏査等で油臭や油膜の発
　生状況を把握
　・鉱油類か否かの確認、油種
　　の同定
　・TPH濃度の程度
　・油含有土壌の平面
　　方向及び深度方向
　　の分布等

○周辺に油汚染問題を生じさせ
　るおそれの程度を検討するた
　めの状況把握

○当該土地における
　対策を検討するス
　キームを設定

　・対策を検討する
　　対象となる土壌
　　の範囲を設定

　・周辺の井戸水等
　　への影響を意識
　　した対策を必要
　　とするかどうか
　　を検討

　・現況及び今後の
　　土地利用方法か
　　ら想定される対
　　策方針の制約条
　　件等を検討

○対策方針の策定
　◇油臭や油膜の状況に応じて採用できる方法を整理
　　・油臭の遮断方法
　　・油混じり水の地表や井戸等への移動の防止方法
　　・浄化方法
　◇土地の利用方法に応じて必要十分な方法を検討
　　・盛土や舗装で土地利用上の支障はないか
　　・地形上の制約や経済性からみてより良い代替案はある
　　　か
　　・対策後のモニタリングは必要か
　◇対策を行うために必要な情報を対策調査で取得

○対策計画の作成

○対策の実施

○対策の完了確認

○検討の経緯と対策内容の記録を作成・保存

*1)油汚染問題とは、「鉱油類を含む土壌（油含有土壌）に起因して、その土壌が存在す
   る土地（その土地にある井戸の水や、池・水路等の水を含む）において、その土地又
   はその周辺の土地を使用している又は使用しようとする者に油臭や油膜による生活環
   境保全上の支障を生じさせている」ことをいう。

○関係者への説明、
　協議等○土地の利用方法の情報

　・現状
　・今後の予定の有無と内容

周辺地の地
表又は井戸
水等に油汚
染問題があ
るとの指摘

〔指摘が当を得ていないと判断〕

　環境行政担当者等が行う原因を
　究明するためのヒアリングや資
　料収集に協力

指摘が妥当
であると判
断

 

図４ 油汚染問題への対応フロー
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３）想定していない契機 

 

⑤ 隣地から、油汚染問題の原因となる鉱油類の地下水等による移動はないが、油らしきにおい

が空気中を漂ってきたというような場合の評価方法や防止対策等については記述していな

い。そのため、隣地や周辺の土地から敷地境界線を越えてくる空気の悪臭についての苦情

は、本ガイドラインでは油汚染問題発見の契機として取り扱っていない。 

 
⑥ なお、地方公共団体の環境行政担当者等が、近隣で生じている油臭問題の原因究明のため

に、ヒアリング調査や資料収集等を行う場合には、事業所内における鉱油類の管理状況など

の情報を提供するなどの協力を行うことが望ましい。 

 

 

 ２．本ガイドライン策定の背景とねらい 

 

（１）背景 

 

１） 土壌汚染対策法が制定される前の状況 

 

① 環境省が土壌汚染対策法（平成 14 年法律第 53 号）制定前の平成 13 年に（社）土壌環境セ

ンターに発注して行った、同センター会員企業（土壌汚染についての調査事業、対策事業等

を行う企業）が実施したことがある油汚染土壌の調査又は対策事業についてのアンケート調

査においては、油を扱っていた履歴がある事業場の敷地で実施した、土壌中に油が存在す

るか否かの調査を「油汚染」調査であると回答している事例が多かった。 

 

② また、同じ調査においては、調査や対策を行う上での寄る辺となる目標が設定されていない

ことなどが会員企業の問題意識として示されている。 

 

③ この当時は、ベンゼンのような有害物質による健康リスクなのか、油臭等による生活環境保

全上の支障なのか明確に区別されないままに土壌の「油汚染」が認識され、具体的なリスク

や支障がなくても、鉱油類を含む土壌が存在しないようにすること以外の目標は設定しにく

かったと考えられる。 

 

２）土壌汚染対策法制定後の状況 

 

④ 平成 15 年 2 月から土壌汚染対策法が施行され、人の健康保護という観点から対策措置を必

要とする土壌汚染について、健康リスク（有害性×暴露可能性。有害物質を含む土壌であっ

ても、その有害物質に人が暴露されなければ健康リスクはない。）という新しい考え方が定着

しつつある。 

 

⑤ また、鉱油類の成分となっている化学物質に係る人の健康保護という観点からの土壌汚染

対策についてみると、ベンゼン等の有害化学物質は既に土壌汚染対策法の特定有害物質と

されており、必要な調査及び対策の枠組みができている。 
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⑥ その他の個々の化学物質についても科学的知見に基づき、必要な場合は、土壌汚染対策法

に基づく規制項目の追加等の措置を講ずることになる。 

 

⑦ 一方、油含有土壌に起因する地表や井戸水等の油臭や油膜については、それらが感覚的

に把握できたときには、成分の分析を待つまでもなく不快感や違和感があることなどの生活

環境保全上の支障を認識できるが、どのような調査や対策を行えば、この生活環境保全上

の支障を除去できるかについては、これまで示されてきていない状況にある。 

 

（２）本ガイドラインのねらい 

 

①  （１）の状況を踏まえ、本ガイドラインでは、油含有土壌に起因して、その土壌が存在する土

地の地表、あるいはその土地にある井戸の水や池・水路等の水に油臭や油膜が生じている

ときに、土地の所有者等が、その土地においてどのような調査や対策を行えばよいかなどに

ついて、基本的な考え方と、取り得る方策を選択する際の考え方などを取りまとめ、油汚染問

題の解決を図るために参考として活用してもらえるようにすることをねらいとしている。 

 

② そのため、本ガイドラインでは、油臭や油膜といった生活環境保全上の支障の除去を対象と

することとした。つまり、油含有土壌の存在自体ではなく、それによって生じている油臭や油

膜を対象とすることにした。地下水があっても井戸水等として利用されておらず、油臭等が問

題となっていないならば、油汚染問題としてとらえる必要はない。 

 

③ ただし、油含有土壌が存在する土地の水が、周辺の土地の井戸水等に油臭や油膜を生じさ

せる媒体になることもあるので、そのようなおそれの大きさに応じて適切な対応が出来るよう

に、調査などの考え方を記載した。 

 

    

３．本ガイドラインの活用の場面と留意事項 

 

（１）本ガイドラインの活用の場面 

 

① 本ガイドラインは、油汚染問題があったときに、その土地の所有者等が土地の利用方法や、

敷地内での井戸水等の利用の状況、周辺の土地や井戸水等への影響のおそれなどの現場

ごとの多様な状況に応じた対応方策の検討に活用することを想定した。 

 

② 油汚染問題についての対応方法は、その現場の状況に応じて個別に検討すべきものである

ので、本ガイドラインはいかなる現場にも画一的規制的に用いることができるものとして作成

したものではない。 

 

③ また、本ガイドラインにおいて、嗅覚などの感覚を補完するための手段として用いることとして

いる全石油系炭化水素（Total Petroleum Hydrocarbon(TPH)。以下「ＴＰＨ」という。詳細は第

二の３参照）濃度も、その数値は土壌環境基準や土壌汚染対策法に基づく指定基準のような

使い方をするのではなく、それぞれの現場における調査や対策において通用する目安として

みるべき数値となる。 
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④ このように、本ガイドラインは、現場の多様な状況に応じて、油汚染問題への対応を円滑か

つ的確に実施できるよう、参考となる考え方及び調査や対策に係る技術情報等をわかりやす

く提供するものとなるように、また、油汚染問題があった土地の所有者等が、その周辺の土地

の所有者等に説明等を行う場合にも参考として活用できるものとなるようにすることを意図し

て作成したものである。 

 

（２）留意事項 

 

１）想定しているケース、想定していないケース 

 

① 本ガイドラインの記述に当たっては、一般的な工場・事業場の敷地や市街地を想定して    

いる。 

 

② 従って、保守のために油を塗った線路や、アスファルト舗装をした直後の道路の油臭などに

ついての対応、タンクローリーの転倒などの事故直後の対応、水道管や下水道管への油の

進入への対応などについては、本ガイドラインに記述した調査・対策の検討に当たっての考

え方をそのまま用いることは適当ではない。 

 

③ 本ガイドラインには、鉱油類の成分となっている化学物質による人の健康リスクの防止という

観点は含まれていないので、例えば鉱油類を中心とした使用済み油に含まれる有害化学物

質については、本ガイドラインによる対応を行うか否かに関わらず、土壌汚染対策法や条例

等に基づいて必要な措置を講ずることが必要である。 

 

２）一時的な油臭や油膜 

 

④ 新たな土地利用を行うために建物の基礎工事を行っている際に油臭や油膜が発見された場

合で、周辺に影響を及ぼすおそれがなく、工事のために掘削した場所は直ぐに埋め戻してし

まうようなときの対応は、土地利用が続けられる地表部の油汚染問題への対応とは異なるも

のとなると想定される。 

 

⑤ 本ガイドラインが対象とする油臭や油膜には生活環境保全上の支障の除去は、使用される

土地の表面や井戸水等の使用している水について行うこととしており、油臭や油膜の問題を

生じさせていない鉱油類の存在そのものの除去は対象としていない。 

 

⑥ そのため、④の場合の対応についても、本ガイドラインに記述した調査・対策の検討に当た

っての考え方をそのまま用いることは適当ではないが、上記１）の②に記した事例とは異な

り、盛土による油臭の遮断についての考え方などのように、対応方策の参考として活用でき

る部分がある。 

 

３）油含有土壌がある土地の周辺の土地における対応 

 

⑦ 本ガイドラインでは、油含有土壌が存在し、かつ油汚染問題が生じている土地（以下「調査
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地」という。）がある土地の敷地内において行う地表や井戸水等の油臭や油膜への調査・対

策について述べてあり、その敷地の周辺における調査・対策については直接言及してはいな

い。 

 

⑧ 調査地における油汚染問題の原因となっている鉱油類が、調査地がある土地の敷地の周辺

の土地やその井戸水等に影響を及ぼすおそれが大きい場合でも、本ガイドラインに記述した

調査地における対処方法等により、調査地の油汚染問題を周辺の土地に拡散させないよう

にするために、本ガイドラインを活用することができるようにしてある。 

 

４）現場の状況に応じたフレキシブルな対応 

 

⑨ 油汚染問題への対応は、現場ごとにその状況に応じて行うことが必要であるから、本ガイド

ラインはいかなる現場にも画一的規制的に用いることができるものとして作成したものでは

ないし、何らかの基準値や規制値のようなものを決めているものでもない。 

 

⑩ 本ガイドラインのこのような特徴を踏まえると、地方公共団体が、油汚染問題があった土地

の所有者等やその周辺の住民等から油汚染問題に関する相談を受けた場合には、例えば、

本ガイドラインが対象とする油汚染問題への対応を含む自主的な対応指針を持っている事

業者が当該対応指針に基づいて行っている自主的な取り組み、工場・事業場の敷地のまま

使い続けられる土地で周辺に油汚染問題を拡散させないようにしながら行われる自主的な

対策、土地取引の際の当事者同士の合意に基づく対策について、このガイドラインが規制的

な制約とならないようにすることが必要となる。 
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第二 油汚染問題に対する対応の考え方 

 

 

１． 油汚染問題に対する対応の基本は、地表や井戸水等の油臭や油膜という、人が感覚的に把

握できる不快感や違和感が感じられなくなるようにすることである。 

 

２． 鉱油類には種々の種類があり、油汚染問題を生じさせている油の状態も様々であり、油の濃

度が同じでも油臭や油膜の状況が異なるため、油含有土壌に起因する油臭や油膜の把握

は、嗅覚や視覚といった人の感覚によることを基本とし、それらを補完するものとして、関係

者の共通の理解を得るための手段としてＴＰＨ濃度を用いる。 

 

３． 調査地の土壌が含む鉱油類が油汚染問題の原因であることが判明したら、調査地の履歴、

鉱油類を取り扱っていた設備等の状況、調査地がある敷地内の他の場所や井戸水等におけ

る油臭等がないかどうかなどを調べ、油臭等が生じている土地の範囲を特定することなどの

状況把握調査を行う。 

 

４． 油汚染問題に対する対策は問題の状況や、その土地の現在の及び予定されている利用の

目的や方法によって適切に選択することが必要である。 

 

５． 地表での問題に対しては、例えば盛土や舗装などによる油臭の遮断や油膜の遮蔽が、ま

た、井戸水等の問題に対しては、遮水壁やバリア井戸による油臭や油膜を発生させている油

分の拡散防止が基本的な対策となる。 

 

６． 油汚染問題の発見から調査、調査結果を基にした対策の検討、対策効果の確認までの対策

の内容などについては、それらを記録して保存しておく。また、契機から対策完了までの間、

必要に応じて適宜、関係者への説明や協議を行うことが、油汚染問題の円滑な解決に有効

である。 

 

 

１．油汚染問題に対する対応の目的 

 

① 油汚染問題への対応は、油汚染問題のあった土地において、その土地の現在の及び予定さ

れている利用状況に応じ、油含有土壌に起因して生ずる油臭と油膜による生活環境保全上

の支障を除去することを目的として行うものである。 

 

② 油臭や油膜は人が感覚的に把握できる不快感や違和感であるから、油汚染問題への対応

の基本はそれらが感じられなくなるようにすることである。 

 

 

２．対応のフロー 

 

① 図４に示すように、土地の所有者等が自らの土地の地表又は敷地内の井戸水等に油臭や油

膜が生じていることを発見したときは、まず、それが鉱油類によるものであるか否かの確認を
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することになる。 

 

② この確認に始まり、調査地における油臭や油膜の発生状況や同一敷地内の他の場所や井

戸水等における油臭等がないかどうかを把握する現地調査や、調査地の土地利用履歴、鉱

油類を取り扱っていた設備等の状況や、調査地の地質等の情報を把握する資料等調査、さ

らにそれらの調査によって得られた情報を整理、解析して対策を検討するスキームを設定す

ることまでの様々な調査メニューを状況把握調査という。（本ガイドラインの第三を参照） 

 

③ 状況把握調査としてどのような項目及び内容の調査を行うかについては、油汚染問題の程

度や土地利用の状況と方針によって異なるほか、調査地に関する既存資料の入手の容易さ

によっても異なるので、現場の状況に応じた判断が必要となる。 

 

④ 状況把握調査を通じて得られた情報や、対策検討スキームを基にして、その土地の現在の

及び予定されている土地利用の目的や方法に応じた対策の方針を立て、計画的に対策を行

う。（本ガイドラインの第四を参照） 

 

⑤ 油汚染問題の発見から調査、調査結果を基にした対策の検討、対策効果の確認までの対策

の内容などについては、それらを記録して保存しておく。また、契機から対策完了までの間、

必要に応じて適宜、関係者への説明や協議を行うことが、油汚染問題の円滑な解決に有効

である。 

 

 

３．油汚染問題であるか否かの確認と油汚染問題の程度の把握 

 

① 様々な状態の油が生じさせている油汚染問題を総体としてとらえられるようにするためには

人間の感覚によらざるをえない。 

 

② このため、油含有土壌に起因する油臭や油膜の把握は、嗅覚や視覚といった人の感覚をお

おもととするとともに、それらを補完し関係者の共通の理解を得るための手段としてＴＰＨ濃

度を用いることとする。 

 

③ 状況把握調査においては、（ア）油汚染問題の原因が鉱油類かどうかの確認、（イ）油含有土

壌の存在範囲の把握という二つの場面でＴＰＨ濃度を使用することを想定している。 

 

④ 技術資料に示すように、ＴＰＨの試験法としては様々な方法があり、それぞれに特徴がある。

③（ア）については、鉱油類のうち、油臭や油膜の発生に関係するガソリン相当分から重油

相当分までをほぼカバーできる範囲を対象として、ＧＣ－ＦＩＤ法によるＴＰＨ試験で得られるク

ロマトグラムの形状、及びＴＰＨ画分毎の濃度組成による推定で行うとよい。 

 

⑤ ③（イ）については、（ア）の確認を通じて得られた鉱油類の情報や調査地において使用した

鉱油類に関する情報を参考としつつ、現場の状況に適したＴＰＨ試験法を選択して用いると

よい。 
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⑥ どの試験法を用いてＴＰＨ濃度を得たかについては、その後の状況把握調査結果の整理、

解析に不可欠であり、また対策段階で追加的な対策調査を行う場合にも必要な情報である

ので、記録して保存する。 

 

 

４．土地利用の目的や方法に応じた対応 

 

１）土地利用と油臭・油膜の感じやすさ 

 

① 油臭や油膜は人の感覚で捉えられるものであるから、油汚染問題がある土地の土壌とその

土地を使用する人との位置関係や、土地の使用方法によって、地表面での油臭や油膜が問

題となる程度が異なってくる。 

 

② 例えば、裸地で使用することを前提とし、子供が土で遊ぶことを想定しなければならない児童

公園等では、地表に寝転んでも油臭がしないような状態を達成し、それを長期的に維持管理

することが対策目標として設定されることが考えられる。 

 

③ また、公園等のように公の管理がなされているわけではなく、追加的な対策が必要となっても

対応が難しい戸建て住宅の用地として、油汚染問題がある土地を売却することを予定してい

る場合には、売却後に掘削などの形質変更が行われても油臭や油膜が問題とならないよう

に、油含有土壌を掘削して除去したり浄化したりすることが対策目標として設定されることが

考えられる。 

 

④ 一方で、都心部の事務所や駐車場用地のように、ビルを建てたり、コンクリートで覆って用い

る土地の利用方法であれば、油含有土壌があっても土地を使用する人が油臭や油膜を感じ

ないという場合もある。 

 

⑤ このように、同じ状態の油が同程度含まれている土壌であっても、土地の利用方法によって

油臭や油膜がどの程度問題になるかどうかは異なる。 

 

⑥ このため、土地利用の目的や方法によって対策方法を適切に選定することが必要となる。 

 

２）井戸水等の油臭や油膜 

 

① 調査地がある土地の敷地内の井戸水や、修景用の池の水や、敷地内の水路を流れる水に

油臭や油膜があることは油汚染問題発見の契機であり、対策の目標として、それらの井戸水

等の油臭や油膜を除去することや、可能であれば井戸等を廃止することが検討されることが

想定される。 

 

② また、鉱油類が地下水によって周辺に拡散しないようにすることが対策の目標になることも考

えられる。 

 

③ 一方、地下水があってもそれが井戸水等として利用されていない土地のモニタリング用井戸
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で油臭や油膜が発見された場合には、地表の油臭や油膜などの他の油汚染問題が生じた

り、地下水中の鉱油類が公共用水域を汚染するおそれがあるような場合は別として、特別の

対策を講じる必要がないことが想定される。 

 

④ 地表や井戸水等には油汚染問題がなかったのに、新たな土地利用を行うために建物の基礎

工事を行っている際に油臭や油膜が発見されることがある。このようなときは、次の工事工程

で、例えばコンクリート床版が施工されたり掘削された場所が埋戻されることにより、油臭が

遮断され油膜も遮蔽されるならば、敷地内で井戸水等の使用がなく、周辺に影響を及ぼすお

それも考えられない場合には、別途特別の対策を講ずる必要がないことになる。 
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第三 状況把握調査 

 

 
１． 状況把握調査は、土地の所有者等が、所有している土地の地表又は井戸水等に当該土

地の油含有土壌に起因した油汚染問題が生じていると認識した場合に行うものである。 
 
２． 状況把握調査は、その油臭や油膜が鉱油類によるものであるか否かを確認し、その油汚

染問題に対する対策の要否やその内容等の検討に必要な情報を取得し、整理すること

を目的に行うものである。 
 
３． 状況把握調査は、以下に述べる現場確認、資料等調査、油含有土壌の存在範囲の把

握、対策を検討するスキームの設定等の一連の調査から構成されるものであるが、状況

に応じて必要な調査を行えばよい。 
 

 

１．現場確認と資料等調査 

 

① 状況把握調査を行う契機が地表の油臭や油膜であっても、井戸水等の油臭や油膜であって

も、まず、調査地において、それらの油臭や油膜が鉱油類に起因するものであるかどうかを

TPH 試験により確認する。 
 
② ①で、それらの油臭や油膜が鉱油類に起因することが確認されたら、次に、資料等調査によ

り、調査地における鉱油類の取り扱いの履歴等について把握する。 

資料等調査における調査項目としては以下のものが挙げられる。 

 

・ 調査地における鉱油類の取り扱いの履歴：油種、取扱設備の設置状況、管理の記録等 

・ 調査地の地質、地層、地下水の存在状況や流向 

・ 調査地における過去の油汚染問題の履歴      等 

 
③ 調査地においては、現地踏査により、油汚染問題の発生状況を人の感覚（嗅覚及び視覚）に

よって概括的に把握する。 

 

④ ③の現場確認の際、②の資料等調査から得られた情報も踏まえ、併せて調査地がある敷地

の油汚染問題の全体の状況を把握する。すなわち、地表で油臭があったときなどに井戸水等

でも油汚染問題が生じていないか、あるいはその逆に井戸水等に油膜があったときなどに地

表に油汚染問題が生じていないかについて把握する。 

 

２．油含有土壌の存在範囲の把握等 
 
① 調査地の地表の油汚染問題については、油臭や油膜の原因となっている油含有土壌の平

面方向と深度方向の分布状況を、現地踏査における人の感覚と、それを補完する土壌ＴＰＨ

試験によって概括的に把握する。 
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② 油臭があるかどうかの判断は、児童公園などのように、利用者が地表の土に触れることが想

定される土地利用については、地面のすぐ上で油臭があるかどうかという観点で行うことにな

る。その他の土地利用では、大人が立った状態で油臭を認識するかどうかという観点で行う

ことになる。 

 

③ 調査地がある土地の敷地内の井戸水等においても油汚染問題が生じている場合は、その原

因となっている油含有土壌の存在状況を、資料等調査の結果と上記①のデータにより、また、

さらに必要があれば追加の土壌ＴＰＨ試験を行ってデータを補足して、把握する。 

 

④ 調査地がある土地の敷地の周辺に油汚染問題を生じさせるおそれが大きいか否かについて

は、敷地境界における地下水の状況等の情報をもとに把握する。 

把握する主な情報としては、以下のものが挙げられる。 

 

・ 油汚染問題を生じさせている油含有土壌の平面方向と深度方向の分布状況とその敷地境

界からの距離 

・ 敷地内の井戸水等の状況、地下水の存在状況とその流向 
・ 敷地内の地形・水文地質状況や地下水の下流側敷地境界付近における地下水の油臭や

油膜の発生状況  等 
 

⑤ なお、井戸水等に油汚染問題が生じているのに地表には油汚染問題が生じておらず、かつ、

資料等調査によって敷地内では油の使用履歴がないことが判明している場合のように、油汚

染問題の原因がその敷地の外にあると推定することが妥当な場合もある。 

 

３．対策を検討するスキームの設定 
 

① 同程度の油含有土壌の存在状況であっても、児童公園などのように地表の土に触れること

が多い場合と、舗装した駐車場などのように土に触れる可能性が低い場合などの土地の利

用方法の違いによって油臭や油膜による生活環境保全上の支障の生じやすさは異なる。 

 

② そのため、現在及び今後の土地の利用方法の情報をもとにして、並びに前述の現場確認、

資料等調査、油含有土壌の存在範囲の把握等の結果等をもとにして、ア）対策を検討する対

象となる油含有土壌の範囲を設定し、イ）周辺の井戸水等への影響を意識した対策の必要

性を検討し、ウ）現状及び今後の土地利用方法から想定される対策方針の制約条件等を整

理して、調査地における対策の検討スキームとしてとりまとめる。 

 

４．状況把握調査結果の取りまとめと保存 
 

状況把握調査結果のみならず、当該調査を行うことを通じて得られたデータや資料について

は、対策の検討が必要となった際に参照できるように、また、対策後に保存する記録の作成に

用いることができるように、現場確認の段階のものから経時的に整理して保存する。 
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第四 対策 

 

 
１． 対策は、調査地において、その土地利用状況に応じ、油含有土壌に起因して生ずる油臭

や油膜による生活環境保全上の支障を解消することを目的として行うものである。 
 

２．例えば、一般の工場・事業場の敷地などにおいては、舗装などによる地表の油臭の

遮断と油膜の遮蔽、井戸水等に油臭や油膜を発生させている油分の拡散防止が基本

となる。 

 

３．しかし、特に、戸建て住宅や公園など、土地を裸地のまま利用することが普通であ

る土地利用については、油臭や油膜の原因となる油含有土壌の掘削除去や浄化が必

要となる。あるいは裸地ではない土地利用方法への変更も考えられる。 

 

４．対策にあたっては、まず、土地利用方法に応じた対策方針を策定し、その後、それを具体

化するための対策計画を作成する。また、それらの立案のために必要があれば、状況把

握調査を補完する調査を行う。 
 
５． 対策後には、対策効果の確認、記録の作成と保存、対策内容や土地利用方法に応じて

必要となるモニタリング等を行う。 

 

 
１．対策方針の策定 

 
（１） 対策目標の設定 
 

調査地内の油含有土壌についてのみ対策すればよいのか、調査地のある敷地内の井戸水

等についても対策が必要か、周辺の井戸水等を意識した対策が必要か、などの基本的な要件

を踏まえて対策目標を設定する。 
 
（２） 対策方法の選定 
 
① 油含有土壌の対策が井戸水等に与える影響などを勘案しつつ、地形や地質などの自然的条

件と、現在の又は予定されている土地利用情報などをもとにして、ア）土地利用の方法に応じ

た対策方法は何か、イ）その方法の他に代替案があるか、ウ）候補となった対策方法ごとの

費用対効果はどうか、エ）対策後の土地の状況が土地利用上の障害とならないか、オ）地形・

地質の関係から見て施工性に問題はないかなどについて検討し、油臭や油膜を適切に解消

でき、かつ、効果的で、経済的に合理性が高い対策方法を選定する。 
 

② 対策方法は、例えば、一般の工場・事業場の敷地などにおいては、舗装などによる地

表の油臭の遮断や井戸水等に油臭や油膜を発生させている油分の拡散防止が基本とな

る。 
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③ しかし、特に、戸建て住宅や公園など、土地を裸地のまま利用することが普通である

土地利用については、油臭や油膜の原因となる油含有土壌の掘削除去や油含有土壌中

の油分を分解あるいは抽出する浄化が必要となる。 

 

④ 油含有土壌を浄化等する場合、公園などのように公的な管理が行われ、追加的な対策

が必要となったときにそれを行うことが可能な土地利用の場合は、油臭や油膜による

生活環境保全上の支障が解消される程度の広さと深さについて浄化等すれば良い。 

 

⑤ 戸建て住宅などのように公的な管理が見込めない土地利用の場合は、特段の管理を行

わなくても長期的に生活環境保全上の支障が生じないようにすることができるように、

例えば油含有土壌を通常の土地利用で露出しない程度まで掘削して除去することなど

により、必要な範囲の油含有土壌について浄化等することが望ましい。 

 
⑥ なお、通常の土地利用であっても、地下階がある場合や、地下に油により劣化しやすい材料

を用いた配管等が埋設されている場合は、それらに留意して対策方法を選定する。 
 
⑦ 周辺に油汚染問題を生じさせるおそれが大きいことが把握されているときは、敷地外への鉱

油類の拡散防止策、敷地境界付近の地下水のモニタリング等のような周辺の井戸水等を意

識した対策が必要となる。 
 
（３） 対策調査の実施 
 
① より詳細な油含有土壌の分布状況を把握し、対策範囲の絞り込みの必要性の有無等につい

て検討するため、必要に応じ、状況把握調査の対策検討範囲と同様の方法で、対策調査を

実施する。 
 
② なお、対策調査の結果、対策方法の見直しが必要となる場合がある。 
  
２．対策計画の作成 

 

① 選定された対策方法を考慮して必要なデータ等を収集し、対策計画を作成する。 

 

② 対策計画に盛り込む主な項目として、以下のものが挙げられる。 

 

対策の目的、対策計画の前提条件、対策工法の実施設計計画、工程管理計画、 

品質管理計画、周辺環境保全計画、作業安全計画、環境等のモニタリング計画、 

緊急時対応計画、遵守すべき関連法令 等 

 

３．対策の実施と完了確認 

 

① 対策は、対策計画に基づき、計画的に遂行する。対策工事の実施にあたって周辺への悪臭

防止などの環境保全上の措置を適切に講ずるとともに、工事に伴って生じた油含有土壌につ

いては適切に処理する。 
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② 油含有土壌を敷地外に搬出して処理する場合には、それが不適切に投棄等されて、新たな

生活環境保全上の支障を生じさせないようにするために、搬出した土壌が運搬先まで確実に

届けられたことを記録し把握することが可能な伝票等を用いて、物流を管理する。また、処理

を委託する場合には、適正に処理することが確実にできる者であるかどうかを確認して行い、

二次的な環境汚染の発生を未然に防止する。 

 

③ 対策完了後は、当該土地を踏査して、油臭や油膜による不快感や違和感が感じられなくなっ

ていることを確認する。 

 

４．対策の記録の作成・保存等 

 

① 万一同じ敷地内で別の油汚染問題が見られた場合や、周辺で油汚染問題が見られた場合に

備えるため、また、敷地内の油を除去しない場合で将来行われる土地の形質変更時の対応

を容易にするため、調査内容、対策検討経緯、実施した対策の内容、対策完了の判断根拠

などを記録として作成し保存する。 

 

② 油汚染問題への対応にあたって、対策の検討から対策完了の間に適宜関係者への説明等

を行うことが、円滑な問題解決に有効であり、その記録も保存する。 

 
③ これらの説明等は、通常は調査地の所有者等とその周辺の土地の所有者等などの利害関

係者間で行われることになるが、必要に応じて環境行政担当者等が参加した場合には、環境

行政担当者等も記録を保存する。 
 


